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本
連
合
会
の
第
十
四
回
常
任
理

事
会
が
二
月
九
日
、
東
京
・
市
ヶ

谷
の
私
学
会
館
で
開
か
れ
た
。

こ
の
日
は
平
成
二
十
二
年
度
私

学
関
係
政
府
予
算
案
が
決
ま
っ

て
以
降
、
初
め
て
開
か
れ
た
常

任
理
事
会
だ
っ
た
た
め
、
鈴
木

寛
・
文
部
科
学
副
大
臣
が
出
席

し
同
省
の
来
年
度
予
算
案
の
概

要
を
、
続
い
て
河
村
潤
子
・
高

等
教
育
局
私
学
部
長
が
私
学
関

係
予
算
案
や
私
学
関
係
税
制
改

正
の
概
要
を
説
明
し
た
。
ま
た

袖
山
禎
之
・
初
等
中
等
教
育
局

高
校
無
償
化
準
備
室
主
任
視
学

官
が
今
年
四
月
か
ら
実
施
さ
れ

る
高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
制

度
の
準
備
の
進
捗
状
況
等
を
報

告
し
た
。
常
任
理
事
会
に
は
同
省

の
村
田
善
則
・
私
学
行
政
課
長
、

小
山
大
輔
・
私
学
助
成
課
長
補
佐

も
同
席
し
た
。

こ
の
う
ち
鈴
木
副
大
臣
は
、
公

共
事
業
予
算
が
前
年
度
比
一
八
％

削
減
さ
れ
る
中
で
、
私
学
関
係
予

算
は
荒
っ
ぽ
い
単
純
計
算
だ
が
、

高
校
等
就
学
支
援
金
を
加
え
て
前

年
度
比
一
・
五
倍
に
増
え
た
こ
と
、

九
兆
円
と
い
う
税
収
減
の
中
で
、

予
算
案
編
成
の
段
階
で
は
高
校
無

償
化
の
実
施
も
危
ぶ
ま
れ
た
こ

と
、（
教
育
費
に
は
）
莫
大
な
公

私
間
格
差
が
あ
る
こ
と
、
そ
れ
が

良
く
な
い
こ
と
を
共
有
し
て
い
る

と
し
た
上
で
、「
可
能
な
限
り
（
公

私
間
格
差
の
是
正
に
）
努
力
し
て

い
く
」
考
え
を
明
ら
か
に
し
た
。

ま
た
鈴
木
副
大
臣
は
教
員
養
成

や
教
員
免
許
更
新
制
の
今
後
に
つ

い
て
も
考
え
を
明
ら
か
に
し
た

が
、
更
新
講
習
を
受
け
な
い
と
教

員
免
許
状
が
失
効
す
る
こ
と
に
関

し
て
は
法
的
に
結
論
を
出
す
必
要

が
あ
る
た
め
、
来
年
の
通
常
国
会

で
第
一
弾
の
法
改
正
を
行
う
こ

と
、
同
時
に
教
員
養
成
の
あ
る
べ

き
姿
も
示
し
た
い
と
語
っ
た
。

こ
の
あ
と
河
村
私
学
部
長
が
来

年
度
私
学
関
係
予
算
案
の
概
要
等

を
説
明
し
た
が
、
常
任
理
事
か
ら

は
、
耐
震
化
の
た
め
の
改
築
補
助

が
検
討
さ
れ
な
い
理
由
な
ど
が
尋

ね
ら
れ
、
河
村
部
長
は
、「
私
立

学
校
の
施
設
整
備
（
支
援
）
は
融

資
の
（
枠
の
）
中
で
行
う
」
と
い

う
振
り
分
け
が
続
い
て
い
る
こ
と

な
ど
を
説
明
し
た
。

高
校
等
就
学
支
援
金
に
関
す
る

説
明
を
行
っ
た
袖
山
主
任
視
学
官

は
、
授
業
料
は
予
め
就
学
支
援
金

分
を
減
額
し
た
形
で
徴
収
し
て
ほ

し
い
、
四
月
下
旬
か
ら
五
月
上
旬

に
は
学
校
に
就
学
支
援
金
を
届
け

た
い
、
認
定
申
請
書
に
係
る
事
務

は
で
き
る
だ
け
簡
便
に
し
た
い
な

ど
と
説
明
し
た
が
、
近
藤
副
会
長

は
、
支
援
金
を
頂
い
た
後
に
授
業

料
の
相
殺
（
減
額
）
を
速
や
か
に

行
え
ば
よ
く
、
私
立
高
校
が
つ
な

ぎ
融
資
を
受
け
て
ま
で
対
応
す
る

の
は
筋
違
い
で
は
な
い
か
、
ま
た

私
立
高
校
は
就
学
支
援
金
の
円
滑

な
実
施
に
協
力
す
る
考
え
な
の

で
、
事
務
負
担
の
軽
減
等
の
面
で

私
学
へ
の
配
慮
を
考
え
て
ほ
し
い

と
要
請
し
た
。
吉
田
会
長
も
私
学

は
真
剣
に
悩
ん
で
い
る
こ
と
を
知

っ
て
ほ
し
い
と
理
解
を
求
め
た
。

こ
の
あ
と
福
島
事
務
局
長
が
三
月

九
日
の
全
国
理
事
会
・
全
国
評
議

員
会
合
同
会
議
に
上
程
す
る
本
連

合
会
の
平
成
二
十
二
年
度
事
業
計

画
案
、
同
予
算
案
等
の
概
要
を
説

明
し
た
。
こ
の
う
ち
平
成
二
十
二

年
度
の
事
業
計
画
案
に
関
し
て

は
、
公
立
高
校
並
み
の
取
り
扱
い

を
求
め
て
高
校
等
就
学
支
援
金
の

改
善
を
目
指
し
て
い
く
こ
と
、
紐

付
き
補
助
金
を
止
め
て
す
べ
て
交

付
金
化
す
る
「
一
括
交
付
金
構

想
」
を
打
ち
出
し
て
い
る
原
口
総

務
大
臣
に
私
学
助
成
へ
の
理
解
を

訴
え
て
い
く
こ
と
、
調
査
報
告
の

電
子
媒
体
化
を
進
め
る
こ
と
を
新

た
に
盛
り
込
む
と
し
た
。

ま
た
来
年
度
予
算
案
に
関
し
て

は
、
中
学
校
卒
業
者
が
今
年
、
前

年
度
に
比
べ
て
三
万
人
増
え
る
見

通
し
な
が
ら
も
、
私
立
中
学
高
校

の
生
徒
数
が
増
え
る
状
況
が
見
出

し
に
く
い
た
め
、
前
年
度
同
数
の

生
徒
数
を
ベ
ー
ス
に
予
算
案
を
編

成
す
る
こ
と
な
ど
を
説
明
し
た
。

こ
の
後
、
部
会
・
委
員
会
活
動

報
告
で
は
、
教
育
制
度
委
員
会
か

ら
学
習
指
導
要
領
の
解
説
書
が
出

そ
ろ
い
、
同
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

に
掲
載
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
報
告

さ
れ
る
な
ど
し
た
。

日
本
私
立
中
学
高
等
学
校
連
合
会
発
行

東
京
都
千
代
田
区
九
段
北
四
丁
目
二
番
二
五
号

（
私
学
会
館
内
）
郵
便
番
号
一
〇
二
�
〇
〇
七
三

電
話

〇
三
（
三
二
六
二
）
二
八
二
八
・
一
六
一
五

購
読
料
は
一
年
で
三
千
円
（
会
費
に
含
め
て
徴
収
）

主主なな内内容容
地
方
交
付
税
措
置
…
…
…
…
…
…
…
…
２
面

高
校
等
就
学
支
援
金
…
…
…
…
…
…
…
３
面

全
国
生
徒
収
容
対
策
会
議
…
…
…
…
…
４
面

日
私
教
研
だ
よ
り
…
…
…
…
…
…
…
…
８
面

鈴鈴
木木
寛寛
文文
部部
科科
学学
副副
大大
臣臣
迎迎
ええ
常常
任任
理理
事事
会会
開開
催催

副
大

臣
は�
可
能
な
限
り
公
私
間
格

差
是
正
に

努
力
�

本
連
合
会
か
ら
就
学
支
援
金
の
事
務

負
担
軽
減
を
担
当
主
任
視
学
官
に
要
請

www.chukoren.jp

中央は鈴木寛文部科学副大臣
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平
成
二
十
二
年
度
の
私
立
高
校

等
の
経
常
費
助
成
に
係
る
地
方
交

付
税
措
置
は
総
額
で
前
年
度
比
一

・
三
％
増
の
五
千
三
百
九
十
二
億

円
と
な
る
こ
と
が
、
こ
の
ほ
ど
明

ら
か
に
な
っ
た
。
二
十
二
年
度
国

庫
補
助
金
九
百
七
十
二
億
三
千
五

百
万
円
（
文
部
科
学
省
の
「
私
立

高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
等
補

助
」
九
百
九
十
八
億
五
千
万
円
の

う
ち
都
道
府
県
向
け
分
）
と
合
わ

せ
る
と
、
各
都
道
府
県
が
私
立
高

校
等
へ
の
助
成
事
業
に
使
え
る
財

源
措
置
額
等
は
、
総
額
で
前
年
度

比
〇
・
五
％
増
の
六
千
三
百
六
十

四
億
三
千
五
百
万
円
と
な
っ
た
。

生
徒
一
人
当
た
り
額
で
は
高
校

（
全
日
制
・
定
時
制
）が
、国
庫
補
助

五
万
二
千
七
百
四
十
三
円
、
地
方

交
付
税
措
置
二
十
五
万
三
千
四
百

円
で
、
合
わ
せ
て
三
十
万
六
千
百

四
十
三
円
（
前
年
度
比
一
・
七
％

増
）
と
な
る
。
中
学
校
に
つ
い
て

は
、
国
庫
補
助
の
単
価
が
四
万
五

千
七
百
七
十
二
円
、
地
方
交
付
税

措
置
が
二
十
五
万
三
千
百
円
、
両

者
の
合
計
額
は
、
前
年
度
比
一
・

八
％
増
の
二
十
九
万
八
千
八
百
七

十
二
円
。小
学
校
に
つ
い
て
は
、国

庫
補
助
が
四
万
四
千
百
十
六
円
、

地
方
交
付
税
措
置
が
二
十
五
万
三

千
百
円
、
両
者
を
合
わ
せ
た
額
は

二
十
九
万
七
千
二
百
十
六
円
で
前

年
度
と
比
べ
る
と
一
・
八
％
の
増

額
。幼
稚
園
に
つ
い
て
は
、国
庫
補

助
二
万
二
千
五
百
八
十
七
円
、
地

方
交
付
税
措
置
が
十
四
万
六
千
八

百
円
、
両
者
を
合
わ
せ
十
六
万
九

千
三
百
八
十
七
円
と
な
る
。

国
庫
補
助
と
地
方
交
付
税
措
置

を
合
わ
せ
た
額
が
、「
標
準
単

価
」。
高
校
の
場
合
は
、
ほ
と
ん

ど
の
県
が
こ
れ
を
上
回
る
額
を
補

助
し
て
い
る
が
、
小
・
中
学
校
で

は
大
半
の
県
が
標
準
単
価
す
ら
下

回
る
状
況
。
地
方
交
付
税
措
置
で

は
、
そ
の
ほ
か
、「
私
立
高
等
学
校

生
徒
授
業
料
軽
減
費
分
」
と
し
て

約
五
十
億
円
（
前
年
度
比
三
十
億

円
増
）
等
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

地方交付税措置

前
年
度
比
１．３
％
の
増
額

国
庫
補
助

と
合
わ
せ

６３６４
億
円
余
の
財
源
計
画
に

平成２２年度私立高等学校等に対する助成財源計画等
【総額】 （単位：億円）

備考

「私立高等学校等経常費助成費補助金」
「私立高等学校等経常費補助金」

私立高等学校生徒授業料軽減費分

【生徒等１人当たり単価】 （単位：円）

備考
（国庫補助金単価に含まれる特別分、地方交付税の授業料軽減分）

私立高等学校生徒授業料軽減費分〔２１年度２，０００
円、２２年度５，０００円〕

私立高等学校生徒授業料軽減費分は除く。

財務状況改善〔２１年度３８４円、２２年度３８４円〕を
含む。

財務状況改善〔２１年度２１９円、２２年度２１９円〕を
含む。

１種免許状保有の促進〔２１年度１０５円、２２年度１０５
円〕、財務状況改善〔２１年度９５円、２２年度９５円〕を
含む。

平成２２年度

対前年度比

△４１．６４〔△４．１１％〕
１．６４〔６．６９％〕
△４０〔△３．８５％〕

７１〔１．３％〕
３０〔１５０％〕
１０１〔１．９％〕

６１〔１．０％〕

平成２２年度

対前年度比

０〔０．００％〕

５，２００〔２．１％〕
３，０００〔１５０％〕

５，２００〔１．７％〕

０〔０．００％〕

５，２００〔２．１％〕

５，２００〔１．８％〕

０〔０．００％〕

５，２００〔２．１％〕

５，２００〔１．８％〕

０〔０．００％〕

２，４００〔１．７％〕

２，４００〔１．４％〕

０〔０．０％〕

１，１００〔２．０％〕

１，１００〔１．７％〕

９７２．３５
２６．１５
９９８．５０

５，３９２
５０

５，４４２

６，４４０．５

５２，７４３

２５３，４００
５，０００

３０６，１４３

４５，７７２

２５３，１００

２９８，８７２

４４，１１６

２５３，１００

２９７，２１６

２２，５８７

１４６，８００

１６９，３８７

９，５８５

５５，０００

６４，５８５

平成２１年度

対前年度比

２．４４〔０．２４％〕
△２．４４〔△９．０５％〕
０〔０．０％〕

１０６〔２．０％〕
２０〔皆増〕
１２６〔２．４％〕

１２６〔２．０％〕

平成２１年度

対前年度比

４１８〔０．８０％〕

５，４００〔２．２％〕
２，０００〔皆増〕

５，８１８〔２．０％〕

４６〔０．１０％〕

５，６００〔２．３％〕

５，６４６〔２．０％〕

４４〔０．１０％〕

５，６００〔２．３％〕

５，６４４〔２．０％〕

１７９〔０．８０％〕

４，２００〔３．０％〕

４，３７９〔２．７％〕

０〔０．０％〕

１，２００〔２．３％〕

１，２００〔１．９％〕

１，０１３．９９
２４．５１

１，０３８．５０

５，３２１
２０

５，３４１

６，３７９．５

５２，７４３

２４８，２００
２，０００

３００，９４３

４５，７７２

２４７，９００

２９３，６７２

４４，１１６

２４７，９００

２９２，０１６

２２，５８７

１４４，４００

１６６，９８７

９，５８５

５３，９００

６３，４８５

区分

国庫補助金

計

地方交付税

計

計

区 分

国 庫
補助金

地 方
交付税

計

国 庫
補助金

地 方
交付税

計

国 庫
補助金

地 方
交付税

計

国 庫
補助金

地 方
交付税

計

国 庫
補助金

地 方
交付税

計

〔
全
日
制
・
定
時
制
〕

高
等
学
校

中
学
校

小
学
校

幼
稚
園

（
広
域
以
外
の
通
信
制
）

高
等
学
校
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高校実質無償化の実施スケジュール（案）
H22年
1月 4月 6月
法
案
閣
議
決
定 授業料不徴収、就学支援金の

支給に係る交付金の支給

就
学
支
援
金
支
給

法
案

予
算

国会提出・審議 成
立

授業料不徴収

○制度の詳細設計、広報・周知
　・説明会の開催、ポスター・パンフレット作成など
○制度の詳細設計、広報・周知
　・説明会の開催、ポスター・パンフレット作成など
○制度の詳細設計、広報・周知
　・説明会の開催、ポスター・パンフレット作成など

○授業料不徴収、就学支援金の支給に係る各種手続き○授業料不徴収、就学支援金の支給に係る各種手続き○授業料不徴収、就学支援金の支給に係る各種手続き

○政省令等制定○政省令等制定○政省令等制定

諸
手
続

諸
手
続

○県内制度の詳細設計
○制度の広報・周知
　（→市町村・学校・生徒等）
○県予算化作業（2月議会）

公
立
高
校

私
立
学
校
等

○受給資格認定書の提出
　（生徒→学校→都道府県）
○資格認定（都道府県）
○交付金交付申請・決定
　（都道府県→国）
○低所得者加算に係る請求・
　決定（生徒→学校→都道府県）
など

○在籍報告
　（学校→都道府県→国）
など

※可能な限り
　早期に支給
　（年4回予定）

（国→都道府県）

（
学
校
↑
都
道
府
県
）

条
例
改
正

（
授
業
料
不
徴
収
）

国

地　

方

文
部
科
学
省
は
一
月
十
五
日
、

同
省
に
各
都
道
府
県
私
立
学
校
所

管
部
局
の
担
当
者
等
を
集
め
、「
公

立
高
校
の
授
業
料
無
償
化
及
び
高

等
学
校
等
就
学
支
援
金
説
明
会
」

を
開
催
し
た
。
説
明
会
で
は
、
初

等
中
等
教
育
局
高
校
無
償
化
準
備

室
の
担
当
官
ら
が
、
高
校
等
就
学

支
援
金
に
関
し
て
同
省
が
作
成
し

た
資
料
「
Ｑ
＆
Ａ
」に
基
づ
い
て
、

説
明
を
行
っ
た
。
同
省
の
「
Ｑ
＆

Ａ
」
に
よ
る
と
、
制
度
全
般
に
関

し
て
は
、
高
校
等
就
学
支
援
金
の

支
給
期
間
は
全
日
制
で
三
十
六
カ

月
、
定
時
制
・
通
信
制
で
四
十
八

カ
月
が
上
限
、
支
給
に
当
た
っ
て

年
齢
制
限
は
設
け
ず
、
二
十
歳
以

上
も
対
象
と
す
る
こ
と
。
支
給
対

象
範
囲
に
関
し
て
は
、
留
学
生
で

も
本
人（
保
護
者
）が
授
業
料
を
負

担
し
て
い
て
、
国
内
に
住
所
を
有

す
る
者
は
対
象
に
す
る
こ
と
、
在

外
教
育
施
設
に
通
う
生
徒
は
支
給

対
象
外
と
し
、
各
学
校
の
特
待
生

制
度
に
よ
っ
て
授
業
料
免
除
を
受

け
て
い
る
生
徒
に
関
し
て
は
、
支

給
対
象
と
す
る
が
、
授
業
料
負
担

が
ゼ
ロ
円
の
場
合
、
国
費
の
対
象

と
し
な
い
こ
と
。
対
象
と
な
る
私

立
学
校
等
に
お
い
て
授
業
料
と
就

学
支
援
金
の
差
額
を
滞
納
し
て
い

る
場
合
で
も
支
給
対
象
と
す
る
こ

と
。支
給
額
に
関
し
て
は
、私
立
高

校
の
授
業
料
以
外
の
納
付
金
（
実

習
費
、
施
設
設
備
費
等
）
は
就
学

支
援
金
の
対
象
外
で
、
授
業
料
と

し
て
徴
収
す
る
も
の
の
み
を
対
象

と
す
る
方
向
。
一
単
位
を
基
準
に

授
業
料
を
設
定
し
て
い
る
単
位
制

高
校
に
関
し
て
は
支
給
額
の
特
例

を
設
け
る
方
向
。
支
給
期
間
に
関

し
て
は
、
休
学
し
て
い
る
期
間
に

つ
い
て
は
、
支
給
を
受
け
る
こ
と

が
で
き
る
月
数
自
体
が
決
ま
っ
て

い
る
た
め
、
休
学
等
の
場
合
は
申

請
に
基
づ
き
猶
予
を
受
け
る
こ
と

が
で
き
る
よ
う
に
す
る
方
向
。

資
格
認
定
に
関
し
て
は
、
四
月

中
に
本
人
か
ら
学
校
設
置
者
に
申

請
書
を
提
出
す
る
方
向
、
申
請
書

に
つ
い
て
は
国
が
省
令
・
告
示
等

で
様
式
を
示
し
、
学
校
設
置
者
に

お
い
て
作
成
す
る
予
定
。
支
給
方

法
に
関
し
て
は
、
国
か
ら
都
道
府

県
へ
の
交
付
は
年
に
四
回
（
四
月
、

七
月
、
十
月
、
一
月
）
を
予
定
、

県
か
ら
私
立
高
校
等
へ
の
就
学
支

援
金
の
支
給
も
こ
れ
を
踏
ま
え
た

も
の
に
な
る
見
通
し
。
学
校
設
置

者
（
学
校
法
人
等
）
が
就
学
支
援

金
を
代
理
受
領
す
る
ス
キ
ー
ム
の

方
向
で
、
支
給
者
は
都
道
府
県
と

す
る
方
向
。
低
所
得
者
加
算
に
関

し
て
は
、
具
体
的
な
支
給
の
可
否

を
判
断
す
る
も
の
と
し
て
は
、
世

帯
構
成
を
考
慮
し
た
基
準
で
あ
る

住
民
税
所
得
割
を
活
用
す
る
こ
と

を
検
討
し
て
お
り
、
提
出
書
類
と

し
て
は
、
課
税
証
明
書
・
納
税
通

知
書
が
考
え
ら
れ
、
ま
た
配
偶
者

が
控
除
対
象
扶
養
者
で
は
な
い
場

合
に
は
配
偶
者
の
所
得
を
確
認
す

る
書
類
（
課
税
証
明
書
）
を
合
わ

せ
て
提
出
す
る
こ
と
を
検
討
し
て

い
る
。
公
立
高
校
に
関
し
て
は
、

授
業
料
不
徴
収
と
な
っ
た
た
め
、

煩
雑
な
事
務
負
担
が
な
く
な
っ
た

が
、
私
立
高
校
で
は
各
生
徒
か
ら

申
請
書
を
受
け
取
る
な
ど
、
か
な

り
の
事
務
負
担
が
想
定
さ
れ
る
。

そ
の
た
め
、
本
連
合
会
で
は
関
連

事
務
の
簡
素
化
に
よ
る
負
担
軽
減

を
同
省
に
強
く
要
請
し
て
い
る
。

「
公
立
高
等
学
校
に
係
る
授
業

料
の
不
徴
収
及
び
高
等
学
校
等
就

学
支
援
金
の
支
給
に
関
す
る
法
律

案
」
が
一
月
二
十
九
日
、
衆
議
院

に
提
出
さ
れ
た
。
予
算
関
連
法
案

の
た
め
三
月
中
に
は
成
立
、
四
月

一
日
施
行
の
予
定
。
こ
の
法
案

は
、
公
立
高
校
等
に
つ
い
て
は
授

業
料
を
徴
収
し
な
い
も
の
と
し
、

地
方
自
治
体
に
授
業
料
収
入
相
当

額
を
国
費
で
負
担
す
る
。
一
方
、

私
立
高
校
等
に
対
し
て
は
保
護
者

の
所
得
に
応
じ
て
年
額
十
一
万
八

千
八
百
円
～
二
十
三
万
七
千
六
百

円
を
国
が
助
成
、
高
校
等
が
代
理

受
領
す
る
仕
組
み
。
衆
議
院
の
予

算
委
員
会
で
は
、
高
校
無
償
化
政

策
に
伴
う
公
私
間
格
差
拡
大
の
恐

れ
な
ど
に
つ
い
て
野
党
議
員
か
ら

質
問
が
出
さ
れ
、
川
端
文
部
科
学

大
臣
は
、
格
差
が
縮
小
す
る
こ
と

を
確
信
し
て
い
る
と
答
弁
し
て
い

る
。
二
月
二
十
五
日
の
本
会
議
で

の
趣
旨
説
明
に
続
い
て
、
二
十
六

日
に
は
衆
議
院
の
文
部
科
学
委
員

会
で
川
端
大
臣
に
よ
る
提
案
理
由

説
明
が
行
わ
れ
る
予
定
。

文

部

科
学
省

高高
校校
等等
就就
学学
支支
援援
金金
でで
説説
明明
会会
開開
催催

授
業
料
以
外
の
納
付
金
は
対
象
外

高
校
無
償

化
法
案

文
部
科
学
委
で
審
議
始
ま
る
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本
連
合
会
は
、
こ
の
ほ
ど
、
東

京
・
市
ヶ
谷
の
私
学
会
館
で
「
平

成
二
十
一
年
度
全
国
生
徒
収
容
対

策
会
議
」
を
開
催
し
た
。

今
年
は
、
例
年
ど
お
り
公
私
立

高
等
学
校
協
議
会
に
関
す
る
諸
問

題
の
調
査
報
告
の
概
要
説
明
、
各

地
区
の
情
勢
報
告
（
埼
玉
県
、
岐

阜
県
、
高
知
県
、
長
崎
県
）
を
行

っ
た
ほ
か
、「
高
校
無
償
化
や
公

立
高
校
入
学
者
選
抜
方
法
の
見
直

し
の
影
響
」
に
テ
ー
マ
を
絞
っ
て

の
報
告
・
情
報
交
換
を
行
っ
た
。

会
議
の
冒
頭
、
挨
拶
に
立
っ
た

本
連
合
会
の
吉
田
会
長
は
、
公
立

高
校
の
授
業
料
が
無
償
に
な
っ
た

こ
と
で
公
立
高
校
の
定
員
増
を
求

め
る
声
が
高
ま
る
懸
念
な
ど
を
指

摘
、
保
護
者
の
教
育

費
負
担
の
公
私
間
格

差
是
正
の
必
要
性
な

ど
を
指
摘
し
た
。

こ
の
う
ち
無
償
化

等
の
影
響
に
テ
ー
マ

を
絞
っ
た
報
告
・
情

報
交
換
で
は
、
青
森

県
私
立
中
学
高
等
学

校
協
会
の
千
葉
満
会

長
が
公
私
立
高
校
協

議
会
で
発
言
す
る
の

は
私
学
側
ば
か
り
で

協
議
会
と
し
て
は
形
が
い
化
し
て

い
た
こ
と
か
ら
、
運
営
の
改
善
を

求
め
た
と
こ
ろ
、
高
校
の
入
学
者

数
を
話
し
合
う
協
議
会
が
新
設
さ

れ
、
公
私
協
を
な
く
さ
な
い
こ
と

を
条
件
に
県
教
委
の
担
当
者
と
も

話
し
合
い
が
出
来
る
よ
う
に
な
っ

た
こ
と
を
報
告
。

大
阪
私
立
中
学
高
等
学
校
連
合

会
の
坪
光
正
躬
副
会
長
が
橋
下
徹

知
事
が
進
め
る
公
立
高
校
重
視
の

政
策
の
中
で
、
従
来
う
ま
く
機
能

し
て
き
た
公
私
協
は
今
年
度
一
度

開
か
れ
た
だ
け
で
、
私
学
助
成
も

二
年
間
で
六
十
億
円
程
度
削
減
さ

れ
、
し
か
も
平
成
二
十
二
年
度
か

ら
の
高
校
に
対
す
る
授
業
料
軽
減

で
は
学
費
の
上
限
を
抑
え
ら
れ
て

い
る
こ
と
か
ら
、
経
常
費
補
助
を

回
復
し
て
も
ら
わ
な
い
と
私
学
経

営
に
と
っ
て
厳
し
い
状
況
だ
と
報

告
。続

い
て
四
県
に
よ
る
情
勢
報
告

で
は
、
初
め
に
埼
玉
県
か
ら
来
年

度
実
施
す
る
国
の
就
学
支
援
金
に

上
乗
せ
す
る
形
で
行
わ
れ
る
保
護

者
の
負
担
軽
減
補
助
や
公
立
高
校

の
入
試
改
革
の
概
要
が
報
告
さ
れ

た
。
岐
阜
県
か
ら
は
、
同
様
に
形

が
い
化
し
て
い
た
公
私
協
に
関
し

て
、
ボ
イ
コ
ッ
ト
の
意
向
を
伝
え

た
と
こ
ろ
、
新
た
な
協
議
機
関
が

設
け
ら
れ
た
こ
と
、
私
学
助
成
に

つ
い
て
県
側
の
前
年
度
比
一
〇
％

削
減
の
意
向
に
強
く
反
対
し
た
結

果
、
わ
ず
か
な
削
減
に
と
ど
ま
っ

た
こ
と
、
今
後
、
公
立
高
校
の
入

試
制
度
の
変
更
を
検
討
す
る
に
当

た
っ
て
は
、
私
学
側
か
ら
委
員
を

出
す
こ
と
を
県
教
育
長
が
確
約
し

て
く
れ
た
こ
と
な
ど
の
取
り
組
み

を
報
告
し
た
。

高
知
県
か
ら
は
、
意
識
し
て
公

私
対
立
の
構
図
を
解
消
し
た
結

果
、
私
学
助
成
が
増
額
さ
れ
た
こ

と
、
公
立
高
校
の
無
償
化
の
影
響

は
今
年
に
限
っ
て
は
な
い
も
の

の
、
今
後
影
響
が
大
き
く
な
っ
て

い
く
の
で
は
と
の
懸
念
が
報
告
さ

れ
た
。
長
崎
県
か
ら
は
高
校
無
償

化
の
影
響
な
ど
か
ら
私
学
の
生
徒

募
集
に
大
き
な
影
響
が
生
じ
る
危

機
感
が
報
告
さ
れ
た
。
こ
の
ほ
か

本
連
合
会
の
實
吉
調
査
研
究
部
会

長
は
、
就
学
支
援
金
に
関
し
て
私

立
高
校
の
事
務
負
担
が
大
き
い
こ

と
、
長
塚
生
徒
収
容
委
員
長
は
、

公
立
の
中
高
一
貫
教
育
校
は
六
年

間
授
業
料
が
無
償
と
い
う
の
は
私

学
へ
の
影
響
が
大
き
い
こ
と
な
ど

を
語
っ
た
。

「
平
成
二
十
一
年
度
公
私
高
等

学
校
協
議
会
に
関
す
る
諸
問
題
の

調
査
報
告
」
に
関
し
て
は
、
本
連

合
会
の
福
島
事
務
局
長
が
概
要
を

報
告
し
た
。
平
成
二
十
二
年
度
の

公
私
収
容
比
率
を
策
定
し
て
い
る

の
は
十
九
県
、
目
安
と
し
て
い
る

の
は
十
二
県
で
、
う
ち
二
十
五
県

で
私
立
の
比
率
が
減
少
し
て
い

た
。
公
立
中
高
一
貫
教
育
校
に
つ

い
て
は
、
受
検
倍
率
が
ほ
と
ん
ど

の
県
で
低
下
、
公
立
中
高
一
貫
の

ブ
ー
ム
に
翳
り
が
見
ら
れ
た
。

高
校
（
全
日
制
・
定
時
制
）
卒

業
者
の
大
学
進
学
率
は
公
立
高
校

よ
り
私
立
高
校
の
方
が
高
い
も
の

の
、
減
少
す
る
傾
向
に
あ
る
こ
と

な
ど
を
報
告
し
た
。
こ
の
ほ
か
各

都
道
府
県
私
学
協
会
を
対
象
に
実

施
し
た
、
高
校
無
償
化
政
策
の
平

成
二
十
二
年
度
公
私
立
高
校
生
徒

募
集
・
入
試
へ
の
影
響
と
今
後
の

私
学
側
の
動
向
・
課
題
等
に
関
す

る
調
査
結
果
が
報
告
さ
れ
た
。
そ

れ
に
よ
る
と
大
半
の
私
学
協
会
で

は
公
立
志
向
の
増
大
、
公
立
受
験

生
増
加
へ
の
懸
念
、
私
立
の
志
願

者
・
受
験
者
の
減
少
と
そ
れ
に
伴

う
私
学
経
営
へ
の
圧
迫
を
心
配
し

て
い
る
こ
と
な
ど
が
分
か
っ
た
。

次
い
で
就
学
支
援
金
の
円
滑
な
実

施
、
事
務
の
簡
素
化
を
今
後
の
課

題
と
す
る
協
会
が
多
か
っ
た
。

平平

成成

２２１１
年年
度度

全全
国国
生生
徒徒
収収
容容
対対
策策
会会
議議
をを
開開
催催

「
高
校
無
償
化
」の
影
響
な
ど

報
告

公
私
協
議
活
性
化
の
実
例
も

公
私
協
の
調
査
結
果
を
報
告

公
立
中
高
一
貫
校
ブ
ー
ム
に
翳
り

全国生徒収容対策会議であいさつする吉田会長

（４）平成２２年２月２０日私 学 時 報（第三種郵便物認可）第１２００号



全
国
私
立
学
校
審
議
会
連
合
会

の
近
藤
彰
郎
会
長
、
實
吉
幹
夫
副

会
長
、
吉
田
晋
運
営
理
事
は
、
二

月
十
六
日
、同
連
合
会
が
長
年
、文

部
科
学
省
に
改
善
を
求
め
て
き
た

「
通
信
制
高
校
問
題
」で
、
こ
の
問

題
を
担
当
す
る
初
等
中
等
教
育
局

初
等
中
等
教
育
企
画
課
教
育
制
度

改
革
室
の
天
野
宏
之
専
門
官
ら
を

訪
ね
、
通
算
九
度
目
と
な
る
改
善

要
望
を
行
っ
た
。
川
端
文
部
科
学

大
臣
や
鈴
木
副
大
臣
、
金
森
初
等

中
等
教
育
局
長
ら
に
も
要
望
書
を

提
出
し
た
。
今
回
の
要
望
は
、
①

通
信
制
高
校
に
つ
い
て
は
、
国
が

具
体
的
な
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
示
す

こ
と
、
②
株
式
会
社
立
学
校
の
新

た
な
設
置
認
可
は
慎
重
に
す
べ
き

�
�
の
二
点
。
こ
の
う
ち
①
に
関

し
て
は
、
通
信
制
高
校
の
一
部
に

い
わ
ゆ
る
サ
ポ
ー
ト
校
（
学
校
で

は
な
い
）
に
教
育
を
丸
投
げ
す
る

な
ど
公
教
育
機
関
と
し
て
の
責
務

を
果
た
し
て
い
な
い
事
例
が
少
な

く
な
い
こ
と
、
通
信
制
高
校
は
教

育
活
動
が
複
数
の
都
道
府
県
に
ま

た
が
る
た
め
、
認
可
し
た
県
だ
け

で
指
導
監
督
す
る
こ
と
に
は
限
界

が
あ
る
。
そ
う
し
た
実
態
を
考
慮

し
、
高
校
通
信
教
育
制
度
が
時
代

に
即
し
て
健
全
に
運
営
さ
れ
る
よ

う
早
急
に
実
態
調
査
を
行
い
、
そ

の
結
果
を
踏
ま
え
て
「
高
等
学
校

通
信
教
育
規
程
」
を
改
正
す
る
こ

と
な
ど
を
要
望
し
た
。
近
藤
会
長

は
、
特
に
安
易
な
方
法
で
高
校
が

卒
業
で
き
る
方
向
に
向
か
っ
て
い

る
が
、
こ
れ
を
容
認
す
る
こ
と
は

で
き
な
い
。
日
本
の
教
育
が
心
配
、

と
早
急
な
改
善
を
訴
え
た
。
ま
た

實
吉
副
会
長
は
、
各
都
道
府
県
で

の
調
査
に
よ
る
実
態
把
握
の
必
要

性
を
強
調
、
吉
田
運
営
理
事
は
広

域
通
信
制
高
校
の
補
助
金
は
国
の

直
轄
だ
と
し
て
国
と
し
て
の
対
応

を
求
め
た
。②
に
関
し
て
は
、構
造

改
革
特
区
制
度
で
設
置
さ
れ
た
株

式
会
社
立
の
高
校
以
下
の
約
半
数

の
学
校
が
赤
字
経
営
の
状
況
で
、

教
育
の
質
の
維
持
・
向
上
の
観
点

か
ら
も
公
教
育
施
設
と
し
て
不
適

切
な
問
題
が
生
じ
て
い
る
。
こ
う

し
た
現
状
か
ら
株
式
会
社
立
学
校

の
今
後
の
設
置
認
可
に
つ
い
て
は

慎
重
に
す
べ
き
で
、
当
該
設
置
者

が
学
校
法
人
化
す
る
に
つ
い
て
も

教
育
の
質
の
確
保
か
ら
学
校
法
人

設
立
認
可
手
続
き
に
よ
る
べ
き
だ

と
要
望
し
た
。
全
審
連
の
要
望
に

同
省
は
通
信
制
高
校
に
質
の
低
下

が
あ
る
こ
と
は
認
識
し
て
い
る
と

の
考
え
を
示
し
た
が
、
具
体
的
な

改
善
策
へ
の
言
及
は
な
か
っ
た
。

全審連発第２０号

平成２２年２月１６日

文部科学省 御中

全国私立学校審議会連合会

会長 近藤 彰郎

要 望 書
全国私立学校審議会連合会は、私立学校法に基づいて、

各都道府県知事の諮問機関として設置されている「私立学

校審議会」の連合組織です。

私立学校審議会は、私立学校を取り巻く諸問題について

研究・討議を行い、諮問に答え、意見を具申していくこと

が求められています。

このような立場から、教育現場に立つ者として、日本の

これからの教育を憂い、以下２点について問題を提起いた

しますので、対策を講じられますよう、何卒よろしくお願

い申し上げます。

記

１．通信制高等学校については、国が具体的なガイドライ
ンを示すこと。
高等学校通信教育は昭和２３年に国によって制度が創設さ

れ、当初の目的は、勤労学生に高等学校教育を提供すると

いう役割であった。しかし、その後の社会情勢の大きな変

化により、現在の実態は中途退学者や不登校生を受け入れ

る教育施設として大きく様変わりしている。しかも、通信

制高等学校の一部には、「学校」ではない、いわゆる「サ

ポート校」に教育を丸投げするなど、公教育機関としての

責務を果たしていない事例が少なくない。

現在、通信制高等学校は増加傾向にあり、特に株式会社

立の通信制高等学校の増加が顕著である。通信制高等学校

は、教育活動が複数の都道府県にまたがるため、その実態

を把握することは非常に困難であり、認可県だけで指導監

督をすることには限界がある。

本連合会は本件について、平成１０年度以来８回にわたっ

て文部科学省に改善方を要請してきたが、「高等学校通信

教育規程」は現状に見合った改正が行われることなく今日

に至っている。

ついては、高等学校通信教育制度が時代に即して健全に

運営されるよう、早急に実態調査を実施され、その結果を

踏まえて制度を改善するよう強く望むものである。

２．株式会社立学校の新たな設置認可は、慎重にすべきで
ある。
構造改革特別区域法に基づき設置された株式会社立学校

については、そのうち高等学校以下の約半数の学校が赤字

経営の状況にあり、教育の質の維持・向上の観点からも公

教育施設として不適切な問題が生じている。このような現

状から、株式会社立学校の今後の設置認可は、慎重にすべ

きである。

また、現在、株式会社立学校設置者が学校法人化を希望

していると側聞するが、当該設置者が学校法人化するにつ

いても教育の質を確保するため、学校法人設立認可手続き

によるべきである。

以上

�
サ
ポ
ー

ト
校
に

教
育
丸
投
げ
の
実
態
も
�

通
信
教
育
規
程
改
正
訴
え
る

全
審
連

通通
信信
制制
高高
校校
問問
題題
でで
文文
科科
省省
にに
改改
善善
要要
望望
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本
連
合
会
は
こ
の
ほ
ど
「
平
成

二
十
一
年
度
調
査
報
告
書
」
を
刊

行
し
た
。
こ
の
報
告
書
は
、
昭
和

三
十
七
年
以
来
、
毎
年
度
、
私
立

中
学
・
高
校
等
の
学
校
数
や
生
徒

数
、
入
学
状
況
、
財
務
状
況
な
ど

を
ま
と
め
て
い
る
も
の
。
調
査
日

は
毎
年
五
月
一
日
付
。
財
務
状
況

は
前
年
度
決
算
。
そ
れ
に
よ
る

と
、
私
立
高
校
全
日
制
（
中
等
教

育
学
校
後
期
課
程
を
含
め
）
の
定

員
充
足
率
は
、
前
年
度
と
比
べ
〇

・
五
ポ
イ
ン
ト
改
善
し
て
七
六
・

八
％
と
な
っ
た
が
、
生
徒
数
は
前

年
度
比
で
約
六
千
五
百
人
減
少

し
、
約
九
十
九
万
一
千
人
と
な
っ

た
こ
と
な
ど
が
分
か
っ
た
。

学
校
種
、
課
程
別
に
現
状
を
概

観
し
て
み
る
と
�
�
。

■
高
校
全
日
制
（
中
等
教
育
学

校
後
期
課
程
を
含
む
）

調
査
対
象
と
し
た
活
動
中
の
学

校
は
、
高
校
全
日
制
が
千
三
百
五

校
、
中
等
教
育
学
校
が
十
二
校
で

合
わ
せ
て
一
千
三
百
十
七
校
。
う

ち
男
子
校
が
百
十
九
校
、
女
子
校

が
三
百
五
校
、
共
学
校
が
八
百
八

十
六
校
、
男
子
部
・
女
子
部
校
が

七
校
。
一
校
当
た
り
の
学
級
数
は

二
二
・
三
学
級
で
、
前
年
度
と
同

数
だ
っ
た
。
一
校
当
た
り
の
最
多

学
級
数
は
百
十
九
、
最
少
学
級
数

は
ゼ
ロ
だ
っ
た
。

総
生
徒
数
は
九
十
九
万
一
千
百

二
十
七
人
で
、
前
年
度
に
比
べ
六

千
四
百
七
十
九
人
、
〇
・
六
％
減

少
し
て
い
た
。
男
女
比
率
は
男
子

五
一
・
五
％
、
女
子

四

八
・
五

％
。
一
校
当
た
り
の
平
均
生
徒
数

は
、
七
五
二
・
六
人
で
前
年
度
に

比
べ
六
・
〇
人
の
減
少
。
学
科
別

に
生
徒
数
の
状
況
を
見
る
と
、
普

通
科
が
全
体
の
八
六
・
五
％
を
占

め
圧
倒
的
に
多
く
、
次
い
で
商
業

科
、
工
業
科
が
各
三
・
五
％
な

ど
。学

則
定
員
に
対
す
る
在
籍
生
徒

数
の
割
合
を
示
す
学
則
定
員
充
足

率
は
七
六
・
八
％
で
、
前
年
度
に

比
べ
〇
・
五
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し

た
。
平
成
十
九
年
度
以
降
二
年
続

け
て
の
上
昇
だ
が
、
生
徒
数
は
減

少
が
続
い
て
い
る
。
男
子
校
の
定

員
充
足
率
は
八
二
・
六
％
、
共
学

校
が
七
九
・
五
％
、
男
子
部
・
女

子
部
校
が
七
七
・
六
％
、
女
子
校

が
六
六
・
七
％
だ
っ
た
。

学
科
別
で
は
、普
通
科
が
七
八
・

八
％
、家
庭
科
が
七
六
・
六
％
、工

業
科
が
六
九
・
四
％
、
商
業
科
が

六
二
・
七
％
で
、
普
通
科
や
商
業

科
の
定
員
充
足
率
の
上
昇
が
全
体

の
充
足
率
を
引
き
上
げ
て
い
た
。

入
学
状
況
を
見
る
と
�
�
。

集
計
対
象
校
千
三
百
十
二
校
の

入
学
定
員
は
三
十
八
万
二
千
八
百

六
人
で
前
年
度
に
比
べ
約
五
千
人

の
減
少
。
そ
れ
に
対
す
る
志
願
者

数
は
百
十
四
万
七
千
二
百
三
十

人
、
前
年
度
に
比
べ
約
二
万
四
千

人
、
二
・
一
％
減
少
、
入
学
者
数

は
三
十
三
万
六
千
九
百
五
十
人
で

前
年
度
比
六
千
七
百
十
七
人
の
減

少
。
減
少
率
は
二
・
〇
％
。

入
学
定
員
に
対
す
る
入
学
者
数

を
示
す
平
均
入
学
充
足
率
は
八
六

・
九
％
で
入
学
定
員
に
対
す
る
平

均
競
争
率
は
二
・
七
倍
だ
っ
た
。

■
私
立
高
校
定
時
制
課
程

私
立
高
校
定
時
制
は
全
国
十
都

府
県
に
三
十
三
校
設
置
さ
れ
て
い

る
が
、
活
動
中
の
学
校
は
十
三

校
。
生
徒
数
は
三
千
五
百
二
十
二

人
、
定
員
充
足
率
は
八
四
・
三

％
。
前
年
度
に
比
べ
〇
・
三
ポ
イ

ン
ト
上
昇
し
て
い
た
。

■
私
立
高
等
学
校
通
信
制

活
動
中
の
学
校
は
百
十
校
。
生

徒
数
は
八
万
一
千
七
百
八
十
二
人

で
定
員
充
足
率
は
四
六
・
一
％
。

■
私
立
中
学
校
（
中
等
教
育
学

校
前
期
課
程
を
含
む
）

活
動
校
七
百
二
十
四
校
（
う
ち

中
等
教
育
学
校
前
期
課
程
は
十
三

校
）
が
調
査
対
象
。
七
百
二
十
四

校
の
内
訳
は
男
子
校
が
九
十
四
校

（
一
三
・
〇
％
）、
女
子
校
が
二

百
十
六
校
（
二
九
・
八
％
）、
共

学
校
が
四
百
十
校
（
五
六
・
六

％
）、
男
子
部
・
女
子
部
校
が
四

校
（
〇
・
六
％
）。
学
級
数
は
七

千
四
百
九
十
六
学
級
で
、
前
年
度

に
比
べ
百
三
十
四
学
級
増
え
て
い

た
。
一
校
当
た
り
の
学
級
数
は
一

〇
・
四
学
級
で
、
前
年
度
よ
り
〇

・
一
学
級
増
え
て
い
た
。
一
校
当

た
り
の
最
多
学
級
数
は
三
十
六
、

最
少
は
ゼ
ロ
だ
っ
た
。
生
徒
数

は
、
二
十
六
万
三
千
五
百
九
十
二

人
、
前
年
度
に
比
べ
二
千
七
百
三

十
一
人
（
一
・
〇
％
）
の
増
加
。

一
校
当
た
り
の
平
均
生
徒
数
は
、

三
六
四
・
一
人
で
前
年
度
比
〇
・

二
人
減
少
し
て
い
た
。
七
百
二
十

四
校
の
学
則
定
員
は
三
十
万
八
千

二
百
八
十
二
人
で
、
学
則
定
員
充

足
率
は
八
一
・
二
％
、
前
年
度
に

比
べ
〇
・
一
ポ
イ
ン
ト
低
下
し
て

い
た
。
男
女
別
で
は
、
男
子
校
の

充
足
率
が
九
一
・
三
％
、
女
子
校

は
七
五
・
九
％
、
共
学
校
は
八
一

・
六
％
、
男
子
部
・
女
子
部
校
が

一
〇
六
・
四
％
だ
っ
た
。
充
足
率

が
一
〇
〇
％
を
超
え
て
い
る
学
校

は
全
体
の
三
七
・
六
％
ど
ま
り
。

入
学
状
況
は
、
入
学
定
員
（
募

集
定
員
）
が
九
万
五
千
五
十
六
人

で
前
年
度
比
〇
・
七
％
の
増
加
、

入
学
志
願
者
数
は
四
十
三
万
一
千

三
百
八
十
四
人
で
同
〇
・
八
％
の

増
加
、
入
学
者
数
は
八
万
八
千
三

百
八
人
で
同
〇
・
八
％
の
増
加
。

調
査
対
象
校
が
前
年
度
に
比
べ
九

校
増
え
た
こ
と
も
あ
る
が
、
入
学

定
員
、
入
学
志
願
者
数
、
入
学
者

数
そ
ろ
っ
て
前
年
度
を
上
回
っ

た
。た

だ
し
入
学
定
員
に
占
め
る
入

学
者
数
を
示
す
平
均
入
学
充
足
率

は
八
六
・
四
％
で
前
年
度
比
〇
・

七
ポ
イ
ン
ト
の
低
下
。
平
均
競
争

率
は
三
・
八
倍
。
こ
の
ほ
か
そ
の

時
々
課
題
と
な
っ
て
い
る
事
項
に

関
す
る
調
査
も
行
っ
て
お
り
、
二

十
一
年
度
の
調
査
で
は
、
授
業
料

の
納
入
期
、
地
上
デ
ジ
タ
ル
テ
レ

ビ
へ
の
対
応
な
ど
を
調
べ
て
い

る
。
高
校
全
日
制
・
定
時
制
の
地

デ
ジ
の
普
及
状
況
に
関
し
て
は
、

「
全
台
受
信
不
可
」と
い
う
高
校
が

全
体
の
約
七
割
を
占
め
て
い
る
。

２２１１
年年
度度
調調
査査
報報
告告
書書
をを
刊刊
行行

高
校
生
総
数
は

９９．１
万
人
に
減
少

中
学
生
数
は
１

％
増
え
２６．３
万
人

（６）平成２２年２月２０日私 学 時 報（第三種郵便物認可）第１２００号



文
部
科
学
省
の
「
学
校
の
第
三

者
評
価
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
策
定

等
に
関
す
る
調
査
研
究
協
力
者
会

議
」
の
第
八
回
会
合
が
こ
の
ほ
ど
、

都
内
の
会
館
で
開
か
れ
、
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
に
盛
り
込
む
べ
き
事
項
に

関
す
る
審
議
を
進
め
た
ほ
か
、
昨

年
九
月
か
ら
十
一
月
に
同
省
が
直

接
あ
る
い
は
地
方
に
委
託
し
て
実

施
し
た
「
第
三
者
評
価
の
実
地
検

証
」
の
評
価
対
象
校
や
設
置
者
、

都
道
府
県
、
評
価
者
へ
の
ア
ン
ケ

ー
ト
調
査
の
中
間
集
計
が
報
告
さ

れ
た
。

そ
れ
に
よ
る
と
、
第
三
者
評
価

の
実
地
検
証
は
学
校
運
営
の
改
善

に
役
立
つ
も
の
だ
っ
た
か
と
の
設

問
に
対
し
て
、「
非
常
に
役
に
立

つ
」「
一
定
程
度
役
に
立
つ
」
を

合
わ
せ
て
九
割
を
超
え
る
高
評
価

を
得
ら
れ
た
こ
と
な
ど
が
同
省
か

ら
報
告
さ
れ
た
が
、
回
答
で
は「
一

定
程
度
」「
ど
ち
ら
か
と
い
う
と

適
切
」「
わ
り
と
あ
て
は
ま
る
」

と
の
積
極
的
な
評
価
で
は
な
い
比

率
が
高
か
っ
た
こ
と
も
あ
っ
て
、

委
員
か
ら
は
回
答
校
の
匿
名
性
が

担
保
さ
れ
な
か
っ
た
問
題
点
や
、

う
ま
く
い
か
な
か
っ
た
と
い
う
回

答
（
の
中
身
）
を
大
事
に
し
た
方

が
い
い
、
と
い
っ
た
意
見
が
聞
か

れ
た
。

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
盛
り
込
む
べ

き
事
項
に
関
し
て
は
、
前
回
か
ら

の
修
正
ポ
イ
ン
ト
が
説
明
さ
れ
、

審
議
を
行
っ
た
が
、
評
価
者
の
確

保
が
か
な
り
大
変
だ
が
、
そ
れ
に

関
す
る
記
述
が
踏
み
切
れ
て
い
な

い
、
第
三
者
評
価
の
ハ
ー
ド
ル
が

高
す
ぎ
る
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
あ

ま
り
細
か
く
な
い
方
が
い
い
、
具

体
的
事
例
を
紹
介
す
れ
ば
い
い
、

紙
ベ
ー
ス
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
は

な
く
、
ユ
ー
ザ
満
足
度
の
高
い
Ｗ

Ｅ
Ｂ
サ
イ
ト
を
開
設
す
べ
き
だ
、

同
協
力
者
会
議
の
天
笠
茂
座
長
か

ら
も
読
み
手
の
側
か
ら
盛
り
込
む

べ
き
事
項
に
関
し
て
精
選
を
図
る

こ
と
が
大
事
な
ど
の
意
見
が
出
さ

れ
た
。
な
お
私
立
学
校
に
関
す
る

記
述
が
一
部
変
更
さ
れ
た
。

私
立
学
校
に
関
す
る
記
述
は
、

学
校
種
別
・
学
校
の
設
置
者
の
別

に
よ
る
特
性
へ
の
配
慮
の
中
の
、

方
向
性
と
し
て
記
載
さ
れ
て
い

る
。
具
体
的
に
は
、「
私
立
学
校

に
お
い
て
は
そ
れ
ぞ
れ
建
学
の
精

神
に
基
づ
い
た
教
育
が
行
わ
れ
て

お
り
、
か
つ
学
校
を
選
択
す
る
段

階
で
様
々
な
評
価
を
常
に
受
け
て

い
る
点
を
考
慮
す
る
必
要
が
あ

る
」
と
な
っ
た
。
前
回
ま
で
は
、

線
引
き
部
分
が
「
選
択
を
通
じ
て

あ
る
種
の
」
と
な
っ
て
い
た
。

中
央
教
育
審
議
会
・
初
等
中
等

教
育
分
科
会
教
育
課
程
部
会
（
部

会
長
�
梶
田
叡
一
・
兵
庫
教
育
大

学
長
）
は
、
二
月
十
二
日
、
東
京

・
港
区
の
三
田
共
用
会
議
所
で
会

議
を
開
き
、「
児
童
生
徒
の
学
習

評
価
の
在
り
方
に
関
す
る
ワ
ー
キ

ン
グ
グ
ル
ー
プ
」（
主
査
�
無
藤

隆
・
白
梅
学
園
大
学
教
授
）
か
ら

新
学
習
指
導
要
領
に
対
応
し
た
評

価
の
見
直
し
な
ど
に
つ
い
て
中
間

報
告
を
聴
取
し
た
。

同
Ｗ
Ｇ
の
中
間
報
告
で
は
、
観

点
別
学
習
状
況
の
評
価
は
小
・
中

学
校
の
現
場
で
定
着
し
て
き
て
い

る
と
分
析
。
評
価
の
大
枠
を
維
持

し
つ
つ
、
新
し
い
学
習
指
導
要
領

の
趣
旨
を
反
映
さ
せ
る
た
め
に
、

い
く
つ
か
の
見
直
し
を
提
言
し
て

い
る
。

評
価
の
観
点
に
つ
い
て
は
、
従

来
か
ら
用
い
ら
れ
て
き
た
四
観
点

と
い
う
枠
は
変
更
せ
ず
「
思
考
・

判
断
」
の
項
目
に
、
新
た
に
「
表

現
」
を
追
加
。
基
本
的
な
知
識
・

技
能
は
「
知
識
・
理
解
」
や
「
技

能
」、
主
体
的
に
学
習
に
取
り
組

む
態
度
は
「
関
心
・
意
欲
・
態

度
」、
思
考
・
判
断
し
、
そ
の
内

容
を
表
現
し
た
も
の
は
「
思
考
・

判
断
・
表
現
」
で
評
価
す
る
。

こ
れ
を
受
け
て
、
各
教
科
別
の

観
点
も
一
部
改
正
す
る
。

ま
た
「
関
心
・
意
欲
・
態
度
」

は
、
必
ず
し
も
分
か
り
や
す
い
形

で
現
れ
ず
、
評
価
に
あ
た
っ
て
は

教
師
の
負
担
感
が
大
き
い
と
の
指

摘
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
三
段
階
評

価
で
な
く
、
二
段
階
で
評
価
す
る

な
ど
の
工
夫
も
考
え
ら
れ
る
と
し

て
い
る
。

平
成
二
十
三
年
度
か
ら
導
入
さ

れ
る
小
学
校
の
外
国
語
活
動
に
つ

い
て
は
、
教
科
の
よ
う
な
三
段
階

評
価
で
は
な
く
、
総
合
学
習
と
同

様
に
文
章
の
記
述
に
よ
る
評
価
が

適
当
と
し
て
い
る
。

高
等
学
校
の
指
導
要
録
に
つ
い

て
は
、
多
様
な
教
育
課
程
が
編
成

さ
れ
て
い
る
こ
と
な
ど
を
考
慮

し
、
観
点
別
評
価
は
記
載
す
べ
き

事
項
と
は
せ
ず
評
定
の
み
を
記
載

す
る
と
い
う
従
来
の
考
え
方
を
維

持
す
る
と
し
て
い
る
。

委
員
か
ら
は
「『
関
心
・
意
欲

・
態
度
』
と
他
の
要
素
と
の
関
係

の
整
理
が
必
要
」「
新
学
習
指
導

要
領
で
は
『
生
き
る
力
』
を
ど
う

育
て
る
か
が
課
題
と
な
っ
て
い
る

が
、
評
価
が
そ
れ
に
沿
っ
た
も
の

に
な
っ
て
い
る
か
」「
実
際
に

は
、
高
校
は
小
・
中
学
校
の
、
大

学
は
高
校
の
評
価
を
あ
ま
り
信
用

し
て
い
な
い
。
学
習
評
価
が
理
解

さ
れ
て
い
な
い
実
態
が
あ
る
」
な

ど
の
意
見
が
出
さ
れ
た
。

中
間
報
告
は
三
月
初
頭
ま
で
、

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
に
か
け
ら

れ
た
後
、
そ
の
結
果
も
踏
ま
え
、

同
部
会
お
よ
び
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル

ー
プ
で
引
き
続
き
審
議
す
る
こ
と

に
し
て
い
る
。

次
回
の
Ｗ
Ｇ
は
、
三
月
十
七
日

に
開
か
れ
る
予
定
で
、
教
育
課
程

部
会
や
パ
ブ
コ
メ
で
指
摘
の
あ
っ

た
事
項
も
考
慮
し
て
、
大
詰
め
の

審
議
を
行
う
。

第三者評価ガイ
ドライン会議

細
か
す
ぎ
る
と
の
指
摘
も

私
学
に
関
す
る
記
述
一
部
修
正

中央教育審議会
教育課程部会

学
習
評
価
Ｗ
Ｇ
が
中
間
報
告

高
校

で
の
観
点
別
評
価
実
施
見
送
り

教教
育育
改改
革革
のの
動動
向向
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全国研究集会
長 崎 大 会

１０
月
１４
・
１５
日
、佐
世
保
市
で

６
部
会
に
７００
人
が
参
加
へ

財
団
法
人
日
本
私
学
教
育
研
究

所
が
主
催
す
る
「
平
成
二
十
二
年

度
全
国
私
立
中
学
高
等
学
校

私

学
経
営
研
修
会
」
は
、
六
月
三
・

四
の
両
日
、
宮
城
県
仙
台
市
の
仙

台
ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
を
会
場
に
開

か
れ
る
。

参
加
資
格
は
、
私
立
中
学
高
校

の
理
事
長
、
校
長
、
副
校
長
・
教

頭
、
事
務
長
、
ま
た
は
こ
れ
ら
に

準
じ
る
管
理
職
で
、
全
国
か
ら
百

五
十
人
の
参
加
を
見
込
ん
で
い

る
。研

修
テ
ー
マ
は
、「
政
策
転
換

期
を
拓
く
私
学
経
営
と
教
育
」

で
、
研
究
の
ね
ら
い
は
、《『
私
学

教
育
』
を
【
特
色
教
育
】【
生
徒

募
集
】【
教
員
育
成
】【
学
校
経
営

管
理
】【
高
校
無
償
化
】
の
五
つ

の
視
点
か
ら
考
察
す
る
》。

初
日
の
基
調
講
演
は
故
郷
の
言

葉
「
ケ
セ
ン
語
」
の
提
唱
者
で
研

究
者
の
山
浦
玄
嗣
・
山
浦
医
院
病

院
長
・
医
学
博
士
。
演
題
未
定
。

ケ
セ
ン
語
は
岩
手
県
気
仙
地
方
の

方
言
を
一
言
語
と
し
た
も
の
。

初
日
は
そ
の
後
、
報
告
や
パ
ネ

ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
が
予
定
さ

れ
て
い
る
。

二
日
目
は
午
前
中
の
み
で
報
告

と
全
体
会
（
意
見
交
換
会
）、
総

括
。講

演
や
報
告
の
内
容
な
ど
研
修

会
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
今
後
、

決
定
さ
れ
る
。

第
五
十
八
回
全
国
私
学
教
育
研

究
集
会
長
崎
大
会
が
十
月
十
四
・

十
五
の
両
日
、
佐
世
保
市
の
ウ
イ

ン
ズ
佐
世
保
ゲ
ル
ッ
ク
ホ
ー
ル
を

全
体
会
会
場
に
、
ハ
ウ
ス
テ
ン
ボ

ス
ユ
ト
レ
ヒ
ト
プ
ラ
ザ
、
ユ
ト
レ

ヒ
ト
会
議
室
を
部
会
会
場
に
し
て

開
催
さ
れ
る
。

主
催
は
財
団
法
人
日
本
私
学
教

育
研
究
所
・
財
団
法
人
私
学
研
修

福
祉
会
。
後
援
は
日
本
私
立
中
学

高
等
学
校
連
合
会
の
ほ
か
、
長
崎

県
、
佐
世
保
市
が
予
定
さ
れ
て
い

る
。
実
施
は
長
崎
県
私
立
中
学
高

等
学
校
協
会
・
九
州
地
区
私
立
中

学
高
等
学
校
協
議
会
。

研
究
目
標
は
、「
時
代
を
創
造

す
る
人
材
の
育
成
を
め
ざ
し
て
�

私
学
教
育
の
挑
戦
�
」
で
、
全
国

か
ら
七
百
人
の
私
立
中
学
高
校
の

校
長
や
教
員
ら
が
参
加
す
る
見
通

し
。初

日
は
、
午
後
か
ら
開
会
式
、

全
体
会
（
報
告
・
記
念
講
演
）。

全
体
会
で
は
中
高
連
及
び
日
私
教

研
の
事
業
、
今
後
の
私
学
教
育
へ

の
取
り
組
み
方
等
が
報
告
さ
れ
、

作
家
・
評
論
家
の
柳
田
邦
男
氏
が

記
念
講
演
を
行
う
。
演
題
は
未

定
。二

日
目
は
部
会
で
の
研
究
協

議
。
詳
細
は
未
定
。
六
部
会
が
開

か
れ
る
。
部
会
名
と
研
究
の
ね
ら

い
は
次
の
通
り
。◇

①
私
学
経
営
部
会
�
私
学
の
活

性
化
と
魅
力
あ
る
学
校
づ
く
り

②
教
育
課
程
部
会
�
教
育
課
程

に
お
け
る
私
学
の
独
自
性
と
展
望

③
生
徒
指
導
部
会
�
基
本
的
生

活
習
慣
�
自
立
・
自
律
�
を
育
成

す
る
生
活
指
導

④
進
路
指
導
部
会
�
生
徒
の
潜

在
能
力
を
掘
り
起
こ
す
、
堅
実
な

進
路
指
導
の
実
践

⑤
国
際
理
解
教
育
部
会
�
私
学

教
育
に
お
け
る
国
際
交
流
・
国
際

理
解⑥

特
色
教
育
部
会
�
社
会
の
ニ

ー
ズ
に
応
え
る
特
色
あ
る
私
学
教

育
の
あ
り
方
。

財
団
法
人
日
本
私
学
教
育
研
究

所
の
平
成
二
十
一
年
度
委
託
研
究

員
研
究
成
果
報
告
会
が
二
月
二
十

七
日
、
東
京
・
市
ヶ
谷
の
ア
ル
カ

デ
ィ
ア
市
ヶ
谷
で
開
催
さ
れ
、
第

一
回
目
と
し
て
、
全
国
二
十
八
人

の
委
託
研
究
員
の
う
ち
十
二
人
が

研
究
成
果
を
報
告
す
る
。

こ
の
報
告
会
は
、
小
学
校
か
ら

高
等
学
校
ま
で
の
教
員
に
よ
る
、

文
系
・
理
系
を
問
わ
な
い
、多
岐
に

わ
た
る
、
現
場
教
員
の
日
頃
の
取

り
組
み
が
報
告
さ
れ
る
と
い
う
、

ユ
ニ
ー
ク
な
会
と
な
っ
て
い
る
。

報
告
内
容
は
、
全
て
実
践
を
伴

い
、
現
場
で
の
必
然
性
に
基
づ
い

た
、
机
上
の
空
論
に
終
わ
ら
な
い

も
の
と
な
っ
て
い
る
。
ど
の
研
究

も
、
報
告
会
の
た
め
の
研
究
で
は

な
く
、
今
回
の
報
告
が
一
つ
の
通

過
点
で
あ
り
、
今
後
の
発
展
が
大

い
に
期
待
さ
れ
る
内
容
で
あ
る
。

昨
年
度
か
ら
公
開
報
告
会
と
し

て
い
る
が
、
聴
講
さ
れ
る
方
も
増

え
、
活
発
な
質
疑
応
答
が
な
さ
れ

て
い
る
。
報
告
し
た
委
託
研
究
員

も
今
後
の
取
り
組
み
へ
の
意
欲
を

新
た
に
し
、
私
学
の
独
自
性
を
発

揮
す
る
た
め
に
何
が
必
要
か
を
考

え
る
意
見
交
換
会
と
し
て
、
有
意

義
な
も
の
と
な
っ
て
い
る
。

な
お
、
三
月
六
日
に
は
、
同
所

で
十
六
人
の
委
託
研
究
員
に
よ
る

第
二
回
委
託
研
究
員
研
究
成
果
報

告
会
が
開
催
さ
れ
る
。

日日
私私
教教
研研
だだ
よよ
りり

私学経営研修会

６
月
３
・
４
日
、仙
台
市
で

政
策
転
換

期
を
拓
く

私
学
経
営
と
教
育
テ
ー

マ
に

２
月

２７
日

委
託
研
究
員
研
究
成
果
報
告
会
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